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１．検討の背景

河川、ダム、砂防等に係る環境整備の経済評価を行う場合、「河
川に係る環境整備の経済評価の手引き（試案）」（平成12年6月）に

基づきＣＶＭ等で評価を実施している。

２．検討の目的
ＣＶＭの精度向上を目的に、現状での実務的な課題や対外的な

指摘等を踏まえ、支払意志額算定の効果的な質問方法や適切な
配布方法、対象範囲の設定等について検討を行う。

３．検討体制

５名の学識者と国交省河川局や国総研の関係者からなる検討
会を組織し、平成17、18年度で全６回の検討会による検討を行
い、「ＣＶＭを適用した河川環境整備事業の経済評価の指針(案)」
を取りまとめた。

一方で、ＣＶＭは調査方法により調査結果のばらつきが大きいと
学識者等から指摘があり、事業評価監視委員会等でも同様の指摘
を受けている。



（１）もし、あなたの世帯の負担が（１）もし、あなたの世帯の負担が

毎月１，０００円（年間１２，０００円）毎月１，０００円（年間１２，０００円）の場合、事業に賛成しますか。の場合、事業に賛成しますか。

①① これまでこれまで【【支払方法支払方法】】について・・・について・・・

「毎月○○円」「年間あたり○○円」「毎月○○円」「年間あたり○○円」
どちらか一方の記載を・・・どちらか一方の記載を・・・

『『毎月毎月』』 『『年間あたり年間あたり』』

を併記することを推奨！！を併記することを推奨！！

毎月１毎月１,,０００円と年間１２，０００円は、０００円と年間１２，０００円は、

同じ金額であるが感覚的に「毎月１，０００円」は安い印象を受けやすい。同じ金額であるが感覚的に「毎月１，０００円」は安い印象を受けやすい。

【対応Ⅰ】アンケート調査票の統一的な記載例を作成する
マニュアル記載マニュアル記載 事例紹介事例紹介

主な課題と改善点主な課題と改善点

【課題Ⅰ】 ＷＴＰを尋ねる際の「支払い方法」、「回答方式」、「支払い提示

額」が明示されていなかったため、提示方法により結果が異なったり、事
前調査を行うなどの不具合が生じていた



②② これまでこれまで【【回答方式回答方式】】について・・・について・・・

「オープンエンド」「オープンエンド」

「二段階二項選択」「二段階二項選択」

「多段階二項選択」「多段階二項選択」

などの回答方式があった。などの回答方式があった。

『『多段階二項選択多段階二項選択』』
とすることを推奨！！とすることを推奨！！

（１）もし、あなたの世帯の負担が毎月５０円（年間６００円）の場合、事業に賛成しますか。（１）もし、あなたの世帯の負担が毎月５０円（年間６００円）の場合、事業に賛成しますか。

１．賛成１．賛成 ２．反対２．反対

（２）もし、あなたの世帯の負担が毎月１００円（年間１，２００円）の場合、事業に賛成しますか。（２）もし、あなたの世帯の負担が毎月１００円（年間１，２００円）の場合、事業に賛成しますか。

１．賛成１．賛成 ２．反対２．反対

（３）もし、あなたの世帯の負担が毎月３００円（年間３，６００円）の場合、事業に賛成しますか。（３）もし、あなたの世帯の負担が毎月３００円（年間３，６００円）の場合、事業に賛成しますか。

１．賛成１．賛成 ２．反対２．反対

（３段階の場合）



最大提示額は、最大提示額は、
『『賛同率５％の額賛同率５％の額』』の２倍の２倍

の額をとする。の額をとする。

支払額支払額

賛同率賛同率

6060％％

2525％％

55％％
5050円円//月月 100100円円//月月 300300円円//月月

7,2007,200円円//年年

『『賛同率５％の額賛同率５％の額』』 ×× ２２

＝＝ ¥¥300300 ×× ２２ ＝＝ ￥￥600600

最小提示額は、最小提示額は、『『最大提示額最大提示額』』の１／１００の１／１００

あるいは、￥５０、￥１００など少額とする。あるいは、￥５０、￥１００など少額とする。

③③ これまでこれまで【【最大提示額最大提示額】】

【【最小提示額最小提示額】】

について・・・について・・・

設定方法について、規定がなかった。設定方法について、規定がなかった。

(600(600円円//年年)) (12,000(12,000円円//年年)) (3,600(3,600円円//年年))
600600円円//月月



【対応Ⅱ】アンケート調査票配

布方法について統一的
なルールを設ける

④④ 標本データベースについて標本データベースについて

住民基本台帳が、時間・費用面での制約がなければ最適である。住民基本台帳が、時間・費用面での制約がなければ最適である。

→→ 『『住民基本台帳住民基本台帳』』を推奨する。を推奨する。

標標 本本

＝アンケート配布世帯＝アンケート配布世帯
標本データベース標本データベース

＝＝ 母集団母集団

【課題Ⅱ】標本抽出にあたり、整備内容に応じた調査範囲や標本を抽出
するためのデータベース手法が明記されていなかった



⑤⑤ アンケートを配布する範囲についてアンケートを配布する範囲について

利用実態調査から、アンケート配布範囲を設定する。利用実態調査から、アンケート配布範囲を設定する。

◇利用圏域の把握◇利用圏域の把握

アンケート調査の前段に、事業箇所にて利用実態調査を行う。アンケート調査の前段に、事業箇所にて利用実態調査を行う。

→→ 利用者が何処から来ているかを把握。利用者が何処から来ているかを把握。

→→ 利用している大半の方を捕捉できる範囲利用している大半の方を捕捉できる範囲を整理。を整理。

事業の効果範囲であるとし、事業の効果範囲であるとし、

アンケート調査範囲とする。アンケート調査範囲とする。

事業箇所から半径○○事業箇所から半径○○kmkm
◇マニュアルでは、整備内容に応じた◇マニュアルでは、整備内容に応じた

標準的な配布範囲を整理。標準的な配布範囲を整理。



整備の標準的な事例写真

○坂路 ○拠点整備（親水護岸等）

○水辺の楽校 ○水辺プラザ

○散策路


